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各地の経済動向

今期は個人消費や観光など内
需項目が支え� 〈北海道〉

　モニターが実施した「道内企業の経
営動向調査（2019年４～６月期実績）」
によると、売上ＤＩは▲３と前期
（2019年１～３月期実績）から３ポ
イント上昇。利益ＤＩも▲８と、同比
３ポイント上昇し、道内企業の業況に
持ち直しが見られた。前期に反動減の
見られた食料品製造業・運輸業を除き、
幅広い業種で業況が持ち直した。経済
指標を見ると、住宅着工戸数が前年同
期比3.9％減、輸出入も化学品工場の
生産停止や輸出の主力であるホタテガ
イの不漁を主因に減少基調。生産も弱
めの動きとなっている。一方個人消費
は、道内乗用車新車登録台数、百貨店・
スーパー、コンビニエンスストア販売
額など販売側の指標が前年を上回り、
道内外国人入国者数（前年同期比9.7%
増）、来道客数（同3.8%増）など観光
関連も好調。総じて、生産や貿易に弱
さは見られるものの、道内経済は内需
主体の経済構造でもあり、４～６月期
の地域経済動向は前期に比べ【やや好

転】と判断した。
　来期については、７月の道内経済指
標などを見ると、①道内景気を牽引し
てきた観光関連に減速感②百貨店・
スーパー、家電大型専門店、ホームセ
ンターの販売額が前年同月比マイナス
に転じており、７月時点では消費税増
税前の駆け込み需要もあまり見られな
いものの、増税直前の９月には駆け込
みが発生すると思われる③民間設備投
資は再開発を中心とした建設投資が増
加の一方、住宅投資は持家に消費税増
税前の駆け込みの動きが見られるもの
の貸家の落ち込みが大きく減少④公共
投資については、2018年度補正予算

に計上された北海道胆振東部地震の災
害復旧工事の本格化などにより、公共
工事請負金額は2019年５月以降、前
年同月比10%を超す伸び――など項目
別に明暗が分かれており、総じてみれ
ば前期に比べて【横ばい】となる見通
しである。

秋田、山形とも来期は「やや悪
化」の見通し� 〈秋田・山形〉

　秋田モニター実施の第33回「秋田
県内企業の景気動向調査」（８月実施、
調査対象期間は主に４～６月）による
と、自社業況ＤＩ値（前年同期比）は
▲1.9（前回調査比0.8ポイント下落）
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と３期ぶりの悪化。各種ＤＩ値（前年
同期比）では、「売上高」、「営業利益」、
「資金繰り」がいずれも悪化したが「人
員人手」は３期ぶりにプラス幅が拡大。
業種別のＤＩ値は、卸・小売業が３期
連続で改善し「良い」超に転じた一方、
建設業は２期ぶりの悪化、製造業は３
期連続の悪化、サービス業も３期ぶり
の悪化となった。これらのデータから、
判断は【横ばい】となった。
　これに対し、同景気動向調査による
先行き見通しは【やや悪化】。自社業
況ＤＩ値は今回調査から6.9ポイント
下落の▲8.8。業種別では建設業で改
善、その他３業種で悪化が見込まれて
おり、これまで３期連続で改善してい
る卸・小売業は大幅な悪化の見通しと
なっている。モニターは、「材料費・
燃料費の高止まり」、「長引く人手不足」、
「米中貿易摩擦や日韓関係悪化などへ
の懸念」を指摘している。
　山形モニター実施の第60回「山形
県内企業の景気動向調査」（調査対象
期間は秋田県と同様）によると、県内
企業の業況は、自社の業況ＤＩ値（前
年同期比）が▲8.2（前回調査比5.1ポ
イント下落）と３期ぶりに悪化。判断
を【やや悪化】とした。各種ＤＩ値（前
年同期比）を見ると、「資金繰り」が
やや改善したものの、「売上高」「営業
利益」がやや悪化となった。「人員・
人手」は３期連続でプラス幅が縮小。
業種別では、建設業、サービス業、製
造業と卸・小売業の４業種全てで悪化
し、特に下落幅の大きい製造業は▲
14.3（前回調査比11.2ポイントの下
落）となった。
　同景気動向調査による先行き見通し
は、今期と同じ【やや悪化】。自社業
況ＤＩ値（前年同期比）は▲12.7と
今回調査比4.5ポイントの下落。業種
別では建設業、製造業、サービス業で

悪化の見込み。「米中貿易摩擦や中国
経済減速の影響」、「人手不足や働き方
改革への対応」などの懸念材料が指摘
されている。

「横ばい」圏内の推移を見込
むも先行きの景況感は低下�
� 〈岩手〉

　2019年第２四半期の岩手県経済に
ついて、モニターは「公共投資や住宅
投資が前年を下回ったものの、生産活
動が堅調だったほか、個人消費もプラ
スとなり、全体では引き続き緩やかな
回復の動きとなった」とし、【横ばい】
と判断した。個人消費は、百貨店・スー
パー販売額（全店舗、以下同）が前年
同期比0.6％増、コンビニエンススト
アも同2.7％増、家電大型専門店、ド
ラッグストアなども概ね増となり、乗
用車新車登録・販売台数（軽乗用車を
含む）もブラス。ただし、住宅投資や
公共投資は前年同期比で減少したほか、
公共投資（公共工事請負額）は国や市
町村などが著しいマイナス。一方、生
産活動は、鉱工業生産指数（季調値）
が104.8で前期比2.3％増となった。
主力の輸送機械などはマイナスだった
が、電子部品・デバイスや食料品など
17業種中12業種で前期を上回った。
モニターが７月に実施した岩手県内企
業景況調査（４～６月期）では、全産
業の業況判断指数（BSI）がマイナス
24.6と前回４月調査（１～３月期）
を1.9ポイント下回っている。
　第３四半期（７～９月）の岩手県経
済について、モニターは「住宅投資や
公共投資が弱含んでいるほか、個人消
費は一進一退となるものの、生産活動
が持ち直しの動きとなる」とし、【横
ばい】の圏内での推移を見込んでいる。
個人消費は10月の消費税増税を控え
た「一定の駆け込み需要」が見込まれ

るものの、足元の７月が「低温の影響
等で家電大型専門店や百貨店・スー
パーを中心に弱い動き」となるなど、
「全体では一進一退の動きが予想され
る」と指摘。住宅投資（新設住宅着工
戸数）は全体ではやや弱含み、公共投
資（公共工事請負額）は、７、８月の
２カ月間ではプラスに転じているもの
の、基調としては弱含みと見られてい
る。一方、生産活動は米中貿易摩擦な
ど「先行き不透明感」も見られるが、「主
力の輸送機械、生産用機械、食料品な
どが牽引して、全体では持ち直しの動
きが予想される」としている。岩手県
内企業景況調査での今後３カ月間（７
～９月期）の先行きの業況判断指数
（BSI）はマイナス38.8と現状を14.2
ポイント下回る見通し。また、モニター
による７月実施の景気ウォッチャー調
査でも、個人の景況感を示す判断指数
（DI）は現状が41.0（前回４月調査
比6.8ポイント低下）、先行きが41.8
（同6.5ポイント低下）となり、いず
れも５連続で景況感の分かれ目とされ
る50を下回った。

生産、雇用、設備投資に調整
色の見通し� 〈宮城〉

　2019年第２四半期の宮城県の景気
について、モニターは「なお経済活動
の水準は高めではあるものの、震災復
興需要や仙台圏における再開発事業の
進展と反動、海外需要減退に伴う生産
や関連する労働需要の減少などから回
復の動きが鈍化している」とし、判断
は【横ばい】となった。個別に見ると、
生産活動は「中国経済の減速、米中貿
易摩擦などに起因した設備投資の先送
りや在庫調整などを背景に、主力の電
子部品・デバイスや汎用・生産用・業
務用機械などを中心に弱めの動き」と
なっている。建設投資は、「公共投資
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が震災復興事業を中心に沿岸北部で、
住宅投資が再開発事業を中心に仙台圏
でなお高めの水準」、「内陸部などでは
持家の着工が増加」などの動きが見ら
れるものの、「総じて建設需要の消化
が進み、基調としては減少している」
状況。一方個人消費は「大型連休中の
レジャー・旅行などサービス需要が追
い風となったものの一時的な増勢にと
どまる」「エアコンなどの白物家電や
テレビに買い替えの動きはあるものの、
乗用車などの耐久財や住宅は消費増税
前の駆け込みが鈍い」とし、「総じて
横ばい圏内での動き」となった。
　第２四半期の県内景気の先行き見通
しについては、「震災復興需要や再開
発に伴う建設投資などが下支えとな
る」、「消費増税前の駆け込みなどによ
り個人消費が底堅く推移する」などか
ら、引き続き経済活動は相応の水準で
推移するものの、「海外経済の減速な
どから生産、雇用、設備投資に調整色
が強まり、持ち直しの動きは鈍化する」
として、判断は【横ばい】を維持。生
産動向は「主力の海外向け生産の調整
局面が続くとみられる」など複数の要
因から「全体としては弱含み」、建設
投資は公共投資、住宅投資とも高めの
水準で推移するものの「減少基調に変
化はない」見通し。個人消費は、「冷夏・
長雨による下押し要因はあるものの、
その後の猛暑効果による夏物商材が動
きを取り戻している」ほか、「家電の
買替需要、酒類、冬用タイヤなど増税
前の駆け込み需要」などにより「底堅
く推移する」予測となっている。

総体的に見た水準は来期も「横
ばい」を維持� 〈福島〉

　モニターは、2019年第２四半期の
県内経済について、「住宅投資や大型
小売店販売額が下降しているものの、

全体では緩やかな持ち直しの動きが続
いている」とし、【横ばい】と判断した。
生産活動は「鉱工業生産指数（季調値）
の第２四半期が91.3で前期比＋1.3％
と３四半期連続で上昇」、個人消費は県
内大型小売店販売額（全店舗）が「前年
同期比で▲0.0％と２四半期ぶりで減
少」しているが、乗用車新車登録台数
（ナンバーベース）は前年同期比＋1.2％
と２四半期ぶりで前年比プラスとなっ
た。このほか、①新設住宅着工戸数は前
年同期比▲0.1％と10四半期連続で前
年を下回る②公共投資は４四半期連続
で前年比プラス③民間非居住用建築着
工は３四半期連続で前年を上回る——
などまちまちの動きとなっている。
　第２四半期の見通しについては、「個
人消費や住宅投資、設備投資が前年実
績を下回っているものの単月の動きで
あり、公共投資が４カ月連続で前年を
上回っていることから、総体的に見た
水準は第２四半期と変わらない」と判
断は【横ばい】を維持した。県内大型
小売店の販売額（全店舗ベース）は前
年同月比▲4.6％と３カ月ぶりで前年
を下回り、同月の乗用車新車登録台数
（ナンバーベース）も前年同月比▲
0.0％であるが２カ月連続で前年を下
回った。県内新設住宅着工戸数も前年
同月比▲29.3％と２カ月ぶりで前年
を下回っている。公共工事前払保証取
扱は、請負金額が前年同月比＋19.4％
で４カ月連続で前年を上回った。しか
し建築着工（民間非居住用）は、工事
費予定額が前年同月比▲33.1％で２
カ月ぶりで前年を下回っており、公共
工事以外の項目で前年実績割れとなっ
ている。

今期は製造業・非製造業とも
景況感悪化、不透明感強まる� �
� 〈茨城〉

　茨城モニターは、2019年４～６月
期の景況について、同モニターが実施
する「茨城県内主要企業の経営動向調
査（19年４～６月期）」の結果をもと
に【やや悪化】と判断した。同調査に
よれば、県内企業の景況感を示す自社
業況総合判断ＤＩは、全産業ベースで
「悪化」超24.6％と、前期（19年１
～３月期）調査の同14.1％から11ポ
イント低下。業種別に見ると、製造業
は「悪 化」 超24.1 ％ と 前 期 の 同
16.0％から８ポイント、非製造業は
「悪化」超25.0％と前期の同12.7％
から12ポイント低下した。モニターは、
「2018年後半から米中貿易摩擦等に
よる外需の低迷を背景に、製造業の景
況感悪化が続いている。それに伴い、
全産業でも自社業況総合判断DIが４
期連続で悪化するなど、県内経済全体
の不透明感が強まっている」とコメン
トしている。業績面を見ると、製造業
の生産判断DIが「減少」超11.7％と
前期比５ポイント低下。製造業からは
「中国景気の低迷を受け生産に急ブ
レーキがかかった」、「取引先の減産に
より、受注実績が計画を下回った」と
いった声が上がるなど、生産活動の足
踏みが続いている。経常利益判断DI
は前期比で概ね横ばいとなったものの、
製造業・非製造業とも、仕入価格の高
止まりや人手不足に伴う人件費上昇等
が課題であり、状況は依然厳しい。
　一方、先行き（７～９月期）につい
ては、「自社業況総合判断ＤＩが、製
造業で前期比４ポイント上昇、非製造
業で概ね横ばいとなる見通し」として、
【やや好転】と判断した。モニターは、
「米中貿易摩擦を始めとする海外経済
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の動向だけでなく、10月の消費税増
税実施・軽減税率導入が前後の県内経
済に与える影響等についても注視する
必要がある」と指摘している。

来期は供給面を中心に「やや
悪化」を見込む� 〈北陸〉

　モニターは、北陸経済は「供給面で
拡大テンポに一服感が見られる」もの
の「引き続き緩やかに回復しつつある」
として、2019年４～６月期の業況感
について【横ばい】と判断した。個人
消費を中心とした需要面では、「百貨
店・スーパー販売が全体として緩やか
に回復」、「コンビニエンスストア販売
やドラッグストア販売も新規出店効果
や飲食料品等に動きが見られ好調」、
このほか家電販売も動きがある。また、
主要観光地の来訪客数は前年を上回っ
ており、民間設備投資や住宅投資も持
ち直していることから、需要面全体と
しては「緩やかに回復」している。企
業の生産活動を中心とした供給面では、
主力の電子部品・デバイスで「スマー
トフォン向けに弱さが見られることか
ら、全体では足踏みの状況」、化学は、
「大宗を占める医薬品が後発医薬品を
中心に拡大」、生産用機械は「半導体
製造装置に弱さが見られるものの金属
加工機械が持ち直しており、繊維機械、
建設・鉱山機械が増加している」こと
などから、基調は「全体では緩やかに
回復」となっている。
　一方、モニターは７～９月期につい
ては、調査データに加え「海外経済の
先行き懸念から、企業の生産活動が下
振れする可能性が強まる」予測から、
「供給面を中心に、その勢いは前期に
比べ【やや悪化】する」と判断してい
る。北陸財務局公表の「北陸３県の法
人企業景気予測調査（第62回・７～
９月期）」から現状判断（７～９月期）を

見ると、企業の景況判断ＢＳＩは製造
業、非製造業ともに「下降」超となった。
規模別では、大企業、中堅企業、中小
企業ともに「下降」超。業種別でも「下
降」超の業種が多く、「上昇」超は製
造業で「パルプ・紙・紙加工品」等、
非製造業では「建設」等となっている。

「やや好転」の判断も、日韓
関係の悪化、消費税増税など
の先行きに不透明感� 〈東海〉

　モニターは、2019年第２四半期の
経済の動向について【やや好転】と判
断した。総合的に見ると、①個人消費
は大型小売店販売額で前年同期比減が
続いているが、コンビニエンスストア、
ドラッグストアなどでは増加が継続②
設備投資も非製造業を中心に増加③輸
出も10四半期連続で前年同期比増加
③生産は中国経済の減速を受けて、工
作機械、IT関連財で弱い動きがみら
れるものの自動車関連はしっかりと上
昇——などから「緩やかな回復が続い
ている」とした。このうち、輸出はア
ジア向けで前年同期を下回ったものの、
米国向け、ＥＵ向けとも前年同期比２
桁のプラス。生産も第２四半期の鉱工
業生産指数（2015年＝100。季節調
整値、以下同じ）は109.8と、前期比
＋2.7%となっている。
　第２四半期については、モニター実
施の「ＯＫＢ景況指数」（９月期調査
報告）によると、景気水準（全地域・
総合指数）は、前回６月期調査時の
+3.2ポイントから3.8ポイント低下し
▲0.6ポイントとなった、４期連続の
低下で、10期ぶりにマイナス圏に沈
んだ。一方東海財務局の法人企業景気
予測調査（７～９月期）では、景況判
断BSIは前回調査から5.9ポイント改
善し▲4.3ポイントとなった。これら
の結果からモニターは「総じて緩やか

な回復が続いている」とし、【やや好転】
の判断を維持した。個別に傾向を見る
と、名古屋税関管内の７月の輸出通関
額(円ベース)は、前年同月比＋4.4%と、
３カ月ぶりに前年同月を上回った。米
国向けは７カ月連続、EU向けは８カ
月連続で前年同月を上回ったが、アジ
ア向けは３カ月連続で前年同月を下
回っている。東海３県の７月の鉱工業
生産指数（2015年＝100。速報、季
節調整値、以下同じ）は106.8と前月
比＋1.0％。生産用機械工業と輸送機
械工業が上昇に寄与しているが、汎用・
業務用機械工業および電子部品・デバ
イス工業は低下している。モニターの
ＯＫＢ景況指数（同上）では、生産活
動は前回+9.6ポイントから+4.4ポイ
ントへと３期連続で低下した。なおＯ
ＫＢ景況指数（2019年９月期調査時）
の支店長コメント（ＯＫＢ大垣共立銀
行の支店長が対象）では、「自動車関
連を中心に製造業では、まずまずの水
準を維持しているものの、足元では自
動車部品製造業など一部で受注減少が
見られ、業況はまだら模様。米中貿易
摩擦の長期化や日韓関係の悪化、消費
税増税など、先行き不透明感が強まっ
ており、今後の受注減少を懸念する経
営者が多い」との指摘が出た。

７～９月期の見通しでは貿易
統計が輸出・輸入ともに減少� �
� 〈近畿〉

　近畿モニターは、４～６月期の関西
経済について「足下底堅く推移してい
るが、先行きは不透明感の強まりから
弱含んでいる」としつつも「インバウ
ンド需要など堅調な部分も見られる」
ことから判断を【横ばい】とした。部
門ごとに見ると、家計部門は「おおむ
ね堅調に推移」。所得・雇用環境は緩
やかな改善が続いているが「センチメ
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ントは急落」、大型小売店販売は緩や
かに持ち直し、住宅市場は持ち直しの
動きに一服感が見られる。企業部門は、
足下の生産や景況感には弱い動きが見
られ「製造業を中心に景気後退懸念が
高まっている」が「2019年度の設備
投資計画は今のところ堅調」。対外部
門は「財の貿易は輸出・輸入とも縮小」
し、アジア向け、特に中国向けの大幅
減少の影響が大きい。一方でインバウ
ンド需要は持ち直している。公的部門
は持ち直している。なお、日銀短観６
月調査によると、近畿地区の業況判断
DIは＋９となり２四半期連続の悪化。
プラス圏は維持しているものの、９四
半期ぶりに１桁台まで落ちている。
　７～９月期の見通しについては、「企
業の景況感は一進一退、生産統計に改
善が見られるものの、貿易統計が輸出・
輸入ともに減少しており、米中貿易摩
擦の影響が長引くと見られる」として
【やや悪化】の判断。関西の企業の景
況感は「一進一退」で、大阪商工会議
所・関西経済連合会が８月末に実施し
た「第75回経営・経済動向調査」では、
７～９月期における国内景気のBSI値
は▲15.4と３期連続のマイナスと
なったが、自社業況のBSI値は２期ぶ
りのプラスで、3.0となった。製造業
は３期連続のマイナス、非製造業は２
期ぶりのプラスだった。個々の経済指
標を見ると、関西の７月の鉱工業生産
動向は、生産は前月比＋4.7％、出荷
は同＋6.5％とそれぞれ２カ月ぶりに
大幅に上昇(在庫は同横ばい)。近畿経
済産業局は同月の基調判断を「生産は
緩やかな持ち直しの動き」と前月から
上方修正した。しかしながら大阪税関
が発表した２府４県の８月の貿易概況
では、輸出額は前年同期比－12.9％
と10カ月連続の前年比マイナス。減
少幅は大型台風の影響があった昨年９

月（－25.1％）を除けば、2016年１
月（－14.9％）以来の大きさだった。
輸出額から輸入額を差し引いた貿易収
支を地域別に見ると、対アジア（含中
国）は７カ月連続の黒字、ただし前年
同期比で見ると黒字幅は－15.0％と
６カ月連続で縮小。うち対中貿易収支
は２カ月連続の赤字となり赤字幅も前
年同月比拡大した。対米貿易収支は＋
509億円の黒字(黒字幅は前年同期比
縮小)、対EU貿易収支は+61億円と２
カ月ぶりの黒字だった。なお、８月の
関空への外国人入国者数は66万6,350
人となり、伸びは前年同月比＋4.9％
と11カ月連続のプラスだが、伸びは
前月（同＋15.5％）より大幅減速。「日
韓関係の悪化による航空路線の運休・
減便の影響が見られるようである」と
いう。

消費税率引き上げ前の「駆け込
みムード」は高まっていない�
� 〈中国〉

　モニターは「製造業の動きは一時的・
季節的な変動にとどまったが、個人消
費を押し上げる短期的な需要要因が連
続したおかげで、緩やかな持ち直しが
続いた印象」とし、今期の判断を【横
ばい】とした。鉱工業生産の動向では、
新型車効果で自動車が４～５月に上昇、
ボイラー部品や印刷機械、半導体製造
装置、圧縮機などが反動による減少を
経験したものの、その後に国内向け出
荷や海外需要の高まりで６月に増産に
転じた。化学ではポリエチレンや塩化
ビニルモノマーが定期修理の関係で減
少し、電子デバイスも米中貿易摩擦が
影を落とし減少している。消費面では、
最大10連休のゴールデンウィークで
天候にも恵まれて主要観光地の観光客
が増加し、土産物販売にも波及した。
花見などの行楽需要、改元に伴うセー

ルも同様に個人消費を押し上げ、夏の
ボーナスも人手不足を背景とする従業
員の待遇改善などの要因から全般的に
好調となった。
　７～９月期の次期見通しについては、
【やや悪化】と判断した。モニターは
「消費税増税が近づいているものの、
駆け込みムードは全くと言っていいほ
ど高まっておらず、米中の貿易摩擦や
中国の景気減退、人手不足で景気が下
向く可能性がある」と指摘。消費税に
ついては、「前回の消費増税（2014年
４月）時には、自動車など高額消費へ
の駆け込み需要が活発で、自動車
ディーラーや家電量販店が対応に追わ
れたが、今回は２度に及んだ増税延期
に加え、景気動向判断が悪化している
現状から消費者の疑心暗鬼が芽生えて
いる」とし、「９月末の登録に間に合
うよう新車購入を決める客が一定割合
いるが、インターネット等で入念に見
積を重ね、政府が検討している減税に
対しても冷静に受け止めている」と広
島マツダ（広島市）の事例を報告して
いる。モニターは小売店の声として「人
件費や輸送コストの増加で経営が圧迫
されている」「感覚的に景気が上向い
ている印象がない」などを挙げ、「増
税の前後で地方経済が安定的に推移で
きるかどうか懸念がある」と指摘して
いる。

生産活動や輸出に減速感�
� 〈四国〉

　四国モニターは、第２四半期につい
て「個人消費は比較的底堅く、企業業
績や雇用も引き続き良好に推移してい
るものの、生産活動や輸出が減速して
いる」として判断を【横ばい】とした。
「現在の四国の景気について『既に回
復』または『回復傾向』と見る企業の
割合が前回３月調査の65％から51％
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に低下し、『低迷・底ばい』または『下
降』と見る企業の割合（49％）とほ
ぼ同じ水準となっている」として「経
営者の景況感に陰りが見られる」とい
う。総じて「緩やかな回復の動きが続
いているものの、一部に足踏み感が見
られる」としている。四国経済連合会
「景気動向調査」の2019年６月調査
によれば、経営者の景況感、生産、輸
出などの項目で判断を引き下げている。
　第２四半期についても、モニターは
「個人消費は比較的底堅く、企業業績
や雇用も引き続き良好に推移している
ものの、生産活動や輸出は弱めの動き
となっている」として【横ばい】の判
断を維持した。四国経済連合会「景気
動向調査」の９月調査では、『既に回復』
または『回復傾向』と見る企業の割合
は「前回６月調査の51％から48％へ
僅かに低下」し、「『低迷・底ばい』ま
たは『下降』と見る企業の割合（52％）
を12四半期ぶりに下回った」と報告し、
前期からの「経営者の景況感に陰り」
がある状況が続いている。なお、企業
業績、設備投資、雇用、個人消費など
の項目は概ね良好であり６月、９月調
査とも判断は変わっていない。

来期は判断引き下げ、日韓関
係も影を落とす� 〈九州〉

　モニター作成の「九州地域景気総合
指数」における一致指数は、2019年
４月：前月比＋3.4％、５月：同▲2.2％、
６月：▲4.6％と推移。４月までは上
昇傾向、その後低下傾向に転じた。鉱
工業生産や輸出通関実績がやや弱含ん
でいる。九州の鉱工業生産指数は４～
６月期計で前期比▲0.6％と、４期連
続の低下。このところ、中国・韓国に
おける設備投資の鈍化から、半導体製
造装置や産業用ロボットなど汎用・生
産用・業務用機械工業の生産が減少し

ている。九州経済圏（沖縄・山口を含
む）の４～６月の輸出額は２兆1,266
億円（前年比▲6.4％）で２期連続で
減少。韓国向け（６期連続で減少）や、
EU向け（５期連続で減少）が要因。
米国向けは自動車輸出が堅調のため増
加（３期連続）している。中国向けは
２期連続で減少しているが、いまのと
ころ大きな減少とはなっていない。個
人消費は引き続き弱含んでいるが、改
元に伴う10連休の効果もあり、５月
の消費支出（九州７県）は増加した。
百貨店・スーパー販売額（全店ベース、
九州８県）は５期連続で減少。九州・
沖縄の入国外国人数（船舶観光上陸含
む）は４～６月期に前年同期比＋
0.9％と微増だが、伸びが鈍化。韓国
人客（入国者の約半数）が同▲5.6％と、
輸出管理強化による日韓関係悪化以前
から減少していた。これらの傾向を踏
まえ、今期の判断は【横ばい】となっ
た。
　４～６月期については、「消費の弱
さや、日韓関係の問題から、８月の九
州７県の景気ウォッチャー調査現状判
断DIは39.7となり、2016年の熊本地
震以来の低水準となっている」とし、
判断は【悪化】となっている。個別に
見ると、「駆け込み需要」については「自
動車など耐久財の動きを見る限り、
2014年の増税時と比べ動きが弱い」
とし、「2013年頃と比べて消費意欲が
低いことが一因ではないかと見られ
る」と指摘。９月に入っての家電や日
用品の駆け込み需要も小幅と見ている。
また、７～８月にかけての天候不順な
どにより、統計が出ている７月を見て
も消費は大きく落ち込んでいる。７月
からの対韓国の輸出管理強化による日
韓関係悪化については、半導体関連へ
の直接的影響はほとんどないと見られ
る（九州・沖縄から韓国への規制対象

３品目の輸出額は2018年計で約46億
円程度）。むしろ、影響はインバウン
ド消費に大きく及んでいる。九州７県
と韓国との航空路線は、７月末時点の
週281便から、８月末時点で週228便
へと減少（九州運輸局による）、その
後も減便や運休が相次いでいる。また、
日本政府観光局の推定によれば、８月
の訪日韓国人旅行者は、福岡空港
（2019年８月に５万1,300人）で前
年比▲49.4％、博多港、比田勝港（長
崎県対馬市）、厳原港（長崎県対馬市）
など主要な港でも大幅減。また大分県
では韓国人宿泊客が８月に前年比▲
67.8％となった。

各地の雇用動向

懸念材料もあるが今期、来期
とも「やや好転」� 〈北海道〉

　北海道モニターは、2019年第２四
半期の雇用状況について、前期に比べ
【やや好転】と判断した。完全失業率
は3.0％と低水準が続いている。７月
公表の日銀札幌支店・2019年６月『企
業短期経済観測調査』（短観）では、
６月の北海道雇用人員判断（「過剰」
－「不足」）は前期（３月）から１%
ポイント減少の▲42。製造業は前期
比２%ポイント増加し下げ止まりが見
られるものの、非製造業は前期比１%
ポイント減少し、依然高い水準での人
手不足感が続いている。また、第２四
半期の道内有効求人倍率は、前期から
低下（1.19倍⇒1.14倍）したが、前
年も同時期に低下しており（新卒補充
等の影響による季節的要因と見られ
る）、道内労働需給は引き続き引き締
まった状況。ただし「同期間の新規求
人数（常用）は前年同期比+1.1%と
プラスは維持したものの、５月、６月
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は前年同期比マイナスに転じており、
足元増勢に陰りが見られることには注
意が必要だ」と指摘している。
　2019年第３四半期についても、モ
ニターは【やや好転】の判断。「道内
観光は今後最盛期に向かうことや公共
投資の執行が本格化している」とする
が、「一部に懸念材料」も見られると
いう。外国人観光客や国内来道者は引
き続き増加基調、公共投資ならびに再
開発事業を中心とした民間設備投資の
増加などによって、関連の宿泊・飲食
サービス業や建設業の求人増加が特に
目立っている。また、高齢化を背景と
した医療・福祉関係など、幅広い業種
で求人が増加している。製造業につい
ては「はん用・生産用・業務用・電気
機械器具製造業の新規求人数が前年に
比べ減少しており、一部に米中貿易摩
擦による外需不振の影響と見られる動
きもある」が、「道内製造業の基幹で
ある食料品製造業の求人増がカバー」
して、全体の求人は増加しており、「現
時点で海外経済減速の影響は極めて軽
微である」とコメントしている。ただ
し、懸念材料として、観光関連の陰り
（「各地の経済動向」来期見通しを参照）、
日韓問題による韓国人観光客の減少に
伴う道内経済への影響が挙がっている。

指標は低下傾向で推移�
� 〈秋田・山形〉

　秋田モニターは2019年第２四半期
の雇用状況について、前期から【横ば
い】と判断、「引き続き高い水準を維持」
としている。有効求人倍率は各月1.5
台（６月のみ1.49、前期に比べて若
干低下傾向）、新規求人倍率は2.0～
2.2前後の水準（前期に比べ低下傾向）
で推移した。
　第２四半期については、モニターは
【やや悪化】と判断を引き下げた。７

月の有効求人倍率（季節調整値）は、
引き続き高い水準ながら1.42倍（前
月比▲0.07ポイント）と若干低下。
同月の新規求人倍率（季節調整値）は、
1.88倍（前月比▲0.15ポイント、２
カ月ぶりに前月を下回る）、新規求人
数（全数・原数値）は9,038人で前年
同月に比べて2.0％の減少となってい
る。
　山形は、第２四半期の雇用状況につ
いて【やや悪化】と判断。有効求人倍
率（季節調整値）は、１～３月と比べ
て低下傾向にある（３月から６月まで
1.5台を保っているが低下傾向）。新規
求人倍率（季節調整値）は、1.99か
ら2.08の範囲で概ね横ばいで推移。
新規求人数（原数値）の前年同月比を
見ると、４月から６月までそれぞれ▲
7.1%、▲7.5%、▲5.2%と続けて減
少している。
　第３四半期の雇用状況についても、
【やや悪化】が維持されている。７月
の有効求人倍率（季節調整値）は、1.45
倍（前月比▲0.07ポイント）と、引
き続き高水準ながら５カ月連続で前月
を下回った。同月の新規求人倍率（季
節調整値）は、1.82倍（前月比▲0.26
ポイント、２カ月ぶりに前月を下回る）、
新規求人数（全数・原数値）は9,971
人で前年同月に比べて7.0％減少、７
カ月連続の減少となった。

有効求人倍率は引き続き1.4倍
台を維持し堅調な動き�〈岩手〉

　４～６月の第２四半期の地域雇用動
向は、「新規求人数（原数値）が製造
業やサービス業がマイナスとなったこ
となどから前年を下回ったものの、有
効求人倍率（季調値）は前期に引き続
き1.4倍台を維持するなど堅調な動
き」となり、モニターは判断を【横ば
い】とした。第２四半期の有効求人倍

率（季調値）は1.41（前年比0.03ポ
イント低下）と1.4倍台の高水準を維
持、正社員求人倍率（原数値）は0.85
倍（同0.01ポイント低下）、新規求人
倍率（季調値）は1.88倍（同0.09ポ
イント低下）。新規求人数は前年比
5.8％減となった。主な業種を見ると、
建設業は震災復興関連工事のピークア
ウトなどから同2.4％減、製造業は前
年に半導体メーカーの操業開始に向け
た大口求人があった反動などから同
17.8％減、サービス業も製造業への
派遣求人の減少などに伴い同11.4％
減。一方、宿泊・飲食サービス業は福
祉施設の調理請負業務を行う事業所か
らの求人が増加し同2.0％増となった。
　第３四半期（７～９月）の見通しに
ついては、モニターは「有効求人倍率
（季調値）は足元で減少しているもの
の依然として高水準であり、堅調な動
きが続くとみられる」とし、【横ばい】
の判断を維持した。７月の有効求人倍
率（季調値）は前月比0.01ポイント
低下の1.36倍と75カ月連続の１倍台
となり過去最長記録を更新し、同月の
新規求人倍率（同）は同0.10ポイン
ト上昇の1.84倍と高水準で推移。正
社員有効求人倍率（原数値）は前年同
月比0.03ポイント低下の0.89倍と
なった。モニターが７月に実施した岩
手県内企業景況調査によると、先行き
の雇用人員ＢＳＩ（過剰－不足）はマ
イナス34.5（現状から4.7ポイント低
下）となり不足感が強まる見通し。製
造業、非製造業ともマイナス幅が拡大
している。なお、岩手県労働局の発表
によると、2020年３月新規高等学校
卒業予定者を対象とする求人の受理状
況（７月末現在）は前年同期比5.0％
減の5,600人と前年を下回るものの、
統計を開始した1996年度以降で過去
２番目に高い水準となった。
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雇用情勢の見通しは全般として
改善に足踏みが見られる�
� 〈宮城〉

　宮城モニターは、2019年第２四半
期の雇用状況について、前期から【横
ばい】と判断した。有効求人倍率（季
節調整値）は1.65倍と前四半期から
0.02ポイント低下し、２四半期連続
のマイナスとなった。平均有効求人数
は前四半期比▲1.8％の５万6,498人
と２四半期連続のマイナス、有効求職
者数も同▲0.1％の３万4,406人と２
四半期連続のマイナスとなったがマイ
ナス幅は縮小しており、総じて労働需
要の減少による倍率の低下となってい
る。新規求人数を産業別に見ると、製
造業が2019年６月まで９カ月連続し
て前年を下回っているほか、卸売・小
売業や医療・福祉、サービス業などが
前年を下回り、全般的に労働需要の減
退が見られる。一方、新規求職者の動
向を見ると、パートを中心に増加基調
となっているが特定の職業に集中して
就職率は低下傾向にあるなど、需給の
ミスマッチが存在する。
　雇用保険の被保険者数は引き続き増
加基調にあり、廃業や倒産、事業所の
統廃合などによる実質的な失業者は足
元増加していると見られる。モニター
は、県内企業対象のアンケート調査（６
月実施）で夏季賞与について「減額・
不支給」とした割合が上昇（特に製造
業）したことから、「低調な生産活動
を反映して製造業の賞与支給状況の改
善に足踏みが見られる」と指摘してい
る。
　モニターは、2019年第３四半期に
ついても、【横ばい】の判断を維持。「雇
用情勢の見通しは、全般として改善に
足踏みが続くものと見られる」として
いる。産業別に見ると、労働需要は製

造業や工場への派遣などが減少、卸売・
小売業や飲食・宿泊サービスなどで大
口求人が見られるものの就業地が県外
中心となっている。介護や医療などで
も離退職の増加などにより労働需要は
根強く、10月の幼児教育の無償化に
伴う保育士需要なども増加すると見込
まれている。労働需要についてはこの
ほか10月に改定最低賃金（26円引き
上げ：824円）発効の影響が見込まれ
る。一方、労働供給については「条件
改善に伴いやや硬直的な動きとなると
見られ、需給のミスマッチによる就職
率低下が続くものと考えられる」とし
ている。

人手不足を背景に有効求人倍
率は高水準で推移� 〈福島〉

　福島モニターは、第２四半期の雇用
状況について、「求人倍率が高水準で
推移しており、求職者数の減少を背景
に、雇用保険受給者実人員数も減少す
るなど、安定した動きが続いており、
第一四半期と状況は変わらない」とし
て【横ばい】と判断した。県内有効求
人倍率（季調値）は４月1.54倍、５
月1.53倍、６月1.52倍と高水準で推移。
県内新規求人倍率（季調値）は４月
2.02倍、５月2.01倍、６月1.99倍と、
２倍前後での推移、雇用保険受給者実
人員数の前年比は、４月が▲4.2％、
５月が▲14.5％、６月が▲9.3％とな
り前年を下回る状況である。
　第３四半期についても、モニターは
「第２四半期とほとんど変わらない安
定した状況で推移する見通し」として
【横ばい】の判断を維持した。７月の
県内雇用動向は、有効求人倍率（季節
調整値）が1.50倍（前月比▲0.02ポ
イント）と前月を下回ったものの、雇
用保険受給者実人員数が前年比▲
3.7％と前年を下回るなど、安定した

動きが続いている。なお、モニターの
「県内景気動向調査」によると、新規
採用予定企業数は229社で、全産業で
前年比＋1.3％、製造業で＋3.6％、非
製造業で▲0.9％であった。新規採用
見込人数も、全産業で＋2.5％（製造
業で＋3.3％、非製造業で＋2.2％）と
前年を上回る見通し。

正社員の有効求人倍率が20カ
月連続で1.00倍超� 〈茨城〉

　モニターは、2019年第２四半期の
雇用状況について「一部の項目に頭打
ち感が出始めているものの、有効求人
倍率が依然として高水準を維持してお
り、正社員に限っても20カ月連続で
1.00倍を超えるなど、回復基調が続
いている」として、【横ばい】と判断
した。
　雇用の実績を見ると、同年６月の有
効求人倍率（原数値）は1.49倍（前
年同月比0.03㌽増）と、前年比で上昇。
一方、新規求人倍率（同）は2.22倍（前
年同月比0.02㌽減）と、２カ月振り
に前年水準を下回った。新規求人数
（パートを含む）も１万7,835人、同
6.6％減と、２カ月振りに減少。内訳
を雇用形態別に見ると、常用労働者の
求人が同4.5％減、非常用労働者の求
人が同22.7％減と、ともに前年水準
を割り込んでいる。
　第３四半期も同様の傾向が続くとし、
モニターは先行きを【横ばい】と判断
した。「６月に実施した夏季賞与の支
給状況に関する調査では、前年同額以
上を支給予定の企業が７割を超えた。
先行き不透明感等から増額意欲は弱
まったものの、人手不足等へ対応する
意味もあり、一定の支給意向が維持さ
れたと見られる。先行きは、深刻化す
る人手不足感等が就労環境の一層の改
善に繋がるか、中長期的な動向が注視
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される」とのコメントがあった。

雇用情勢はタイトな状況が続く�
� 〈北陸〉

　モニターは北陸の雇用情勢について、
「求人数はやや落ち着きが見られるも
のの、動向としては引き続き有効求人
倍率が高止まりするなどタイトな状況
が続き、その動向は概ね横ばいで前期
並みと考えられる」として【横ばい】
と判断した。日本銀行金沢支店公表の
北陸３県の有効求人倍率（季節調整値）
を見ると、今期（４～６月期）は前期
（１～３月期：2.01倍）を下回る1.96
倍と下降。モニターは「北陸の労働市
場は、引き続きタイトな状況にあるも
のの、その動きに一服感が出始めてい
ると言える」とする一方、「この間の
完全失業率は、全国の2.2％（原数値）
に対し、北陸は2.1％（原数値）と引
き続き低い水準となった」と報告して
いる。新規求人動向については、医療，
福祉、卸売業、小売業、建設業、学術
研究，専門・技術サービス業等で増加
傾向となっているが、製造業やサービ
ス業では、減少傾向となっている。
　第２四半期についても、「北陸地区
の人手不足感は、製造業でやや緩和傾
向にあるものの、商業・サービス業な
ど３次産業をはじめ、建設業など２次
産業といった多様な業種でいまだタイ
トな状況が続くとみられる」として【横
ばい】の判断が維持された。「北陸３
県の法人企業景気予測調査」（北陸財
務局、７～９月期調査）によると、９
月末時点での従業員数判断BSI（６～
９月期の期末判断：「不足気味」－「過
剰気味」社数構成比、現数値）は、全
産業平均で「不足気味」超で（６月末
時点での見通し34.0％→2019年９月
末30.5％）、「製造業、非製造業共に
人手不足感が蔓延する形」となってい

る。さらに12月末見通し（全産業平
均25.4％）、2020年３月末見通し（全
産業平均19.4％）を見ても、人手不
足感は当分の間、続くことが予想され
ている。なお、モニターは消費税率引
き上げについて、下請け中小企業が元
受け企業に対し増税分を転嫁できない
過去の事例から、今回も「企業収益力
の低下や設備投資の先送り、強いては
就労者への賃金にマイナス影響を与え
るなどの懸念が浮上している」と指摘
している。

人手不足感は依然として高水準�
� 〈東海〉

　東海モニターは、2019年第２四半
期の雇用状況について、前期から【横
ばい】と判断した。第２四半期の東海
４県（静岡県含む）の有効求人倍率（季
節調節値、４～６月平均）は1.84倍（前
期差▲0.04ポイント）で、全国（1.62
倍）と比べても高い水準での推移。一
方、６月の東海４県の新規求人数（原
数値）は前年同月比▲5.2%だった。
第２四半期の東海４県の完全失業率
（原数値、４～６月平均）は1.9%（前
年同期差+0.1ﾎﾟｲﾝﾄ）と、全国（2.4%）
と比べて低水準での推移。県別（モデ
ル推計値）では各県ともやや上昇し、
低下は三重県のみであった。
　第３四半期についても、モニターは
【横ばい】の判断を維持。東海財務局
の法人企業景気予測調査（2019年７
～９月期）によると、９月末時点の従
業員数判断BSI（「不足気味」－「過剰
気味」回答企業数構成比）は全産業で
+27.0ポイントと、前回調査（６月末
時点：+27.4ポイント）とほぼ横ばい。
業種別では製造業が+24.2ポイント、
非製造業が+29.1ポイントと共に「不
足気味」超である。また、７月の東海
４県（静岡県含む）の有効求人倍率（季

節調整値、以下同じ）は1.82倍で前
月と同一水準と、依然として高水準で
の推移が続いている。なお、モニター
が作成しているＯＫＢ景況指数（2019
年９月期調査時）では、「全業種にお
いて人手不足であるが、特に、サービ
ス業・製造業・医療・介護の雇用環境
は厳しい。今まで外国人雇用に消極的
な企業も、前向きに検討しつつある」
とのコメントが掲載されている。

今期・来期とも「雇用情勢は
堅調」� 〈近畿〉

　近畿モニターは、2019年第２四半
期の雇用環境について、「雇用動向は
長らく堅調に推移しており、労働需給
は依然として逼迫している」として【横
ばい】と判断した。４～６月期の有効
求人倍率（季節調整値）は1.63倍と
なり、前期から0.01ポイント上昇。
2010年第１四半期以来、39四半期連
続で改善ないし横ばいとなっている
（ただし直近の６月は1.62倍で、２
カ月連続で下落）。新規求人倍率（季
節調整値）は、2.53倍となり、前期
から－0.04ポイント下落し、２四半
期ぶりの悪化。直近６月は2.49倍で
２カ月連続の悪化となったが、依然と
して高水準の推移。また、４～６月期
における関西の完全失業率（APIR季
節調整値）は2.8％で、前期から横ば
いだった。なお、日銀短観６月調査に
よると直近の雇用人員判断指数（DI、
過剰から不足を差し引いた値）は－
31（前回調査から２ポイント上昇）
であった。先行きは－35で、引き続
き人手不足感の強まりが見込まれてい
る。
　モニターは、第２四半期についても
「足下の雇用情勢が引き続き堅調であ
る」として【横ばい】の判断を維持し
た。統計データは、７月の有効求人倍
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率（季節調整値、受理地別）が1.60
倍（前月比-0.02ポイント低下、３カ
月連続の悪化）、有効求人数は＋0.0％
で横ばい、有効求職者数は同+1.3％
で３カ月連続の増加だった。同月の新
規求人倍率は2.50倍で前月比＋0.06
ポイント上昇し、３カ月ぶりに改善。
新規求人数は同＋0.5％と２カ月ぶり
に増加、一方、新規求職者数は同
-1.9％と３カ月ぶりのマイナス。７月
の完全失業率（季節調整値：APIR推
計）は2.4％と前月比-0.3％ポイント
低下し２カ月連続で改善、完全失業者
数（同）も26.4万人で前月差-2.6万人
と３カ月連続で減少した。労働力人口
（季節調整値：APIR推計）は前月差
＋8.3万人と２カ月ぶりに増加し、就
業者数（季節調整値：APIR推計）も
＋15.0万人と２カ月ぶりに増加、雇
用情勢の堅調ぶりを示している。また、
大企業、中小企業とも大幅な人手不足
超過が見込まれ、「第75回経営・経済
動向調査」（関西経済連合会公表）で
は７～９月期の雇用判断のBSI値は－
31.1と、2012年10～12月期から28
期連続の不足超過となっている。

人手不足の慢性化が課題に�
� 〈中国〉

　モニターは、2019年第２四半期の
雇用状況について、前期から【横ばい】
と判断した。６月の有効求人倍率は中
国地方全体で1.90倍。特に広島県は
2.06倍となり（前月より0.06ポイン
ト低下、14カ月連続の２倍台）、全国
の都道府県で２番目に高い。同県の
2020年春に卒業する高校生の求人倍
率は７月末で3.08倍に達した。モニ
ターは「地元製造業では対応として外
国人労働力に頼ったり、定年延長を図
るなどしているが、中小企業では労働
力不足の慢性化が事業継続の足かせに

なる事例も頻発している」と指摘する。
　一方、第３四半期の雇用見通しにつ
いては、モニターは人手不足の観点か
ら【やや悪化】と判断している。中小
企業の人手不足の現状について「特に
中国地方では、西日本豪雨に伴う復旧
工事や、大型スーパーの店舗拡大、東
京五輪で求人が活発な首都圏への若者
の流出などが地域経済を揺さぶってい
る」と指摘。一例として広島県東部の
備後地域において「機械や繊維、造船
といった製造業が集積しているが、資
本力のある大手企業と比べ、中小企業
の人材確保は厳しさを極めている」「多
能工の育成で効率化を図り、定年延長
するなどして対応しているが、社員の
高齢化が進んでいる」「ようやく技術
を身に付けた若手社員が、より良い条
件を求めて転職してしまう、との声も
ある」などとし、「これまで地方経済
を支えてきた技術基盤に危機が及んで
いる」と強調している。

「雇用調整を実施している企
業の割合」が低下� 〈四国〉

　モニターは四国経済連合会「景気動
向調査」結果をもとに、「四国に本社
を置く企業で雇用調整を現在実施して
いる企業の割合が、2019年３月の６％
とほぼ同じ５％と低い水準を維持して
おり、雇用は良好な状況が続いている」
とし、今期の判断を【横ばい】とした。
　来期についても、９月時点で、四国
に本社を置く企業で雇用調整を現在実
施している企業の割合は「６月の５％
から３％へさらに低下しており、雇用
は良好な状態が続いている」ため、判
断は【横ばい】が維持されている。

人手不足の状況が業種により
緩和の方向� 〈九州〉

　九州モニターは、2019年第２四半

期の雇用状況について、「人手不足の
状況に変わりはないが、全体として見
れば一服感があり、製造業など業種に
よっては緩和に向かっている」とし、
【横ばい】と判断した。今期の有効求
人倍率（九州・沖縄、季節調整値）は
1.46倍（前期差＋0.01）とわずかに
上昇。2018年10～12月期に低下した
のち、頭打ちで推移している。産業別
新規求人数（九州・沖縄、原数値）は、
医療・福祉を除くほとんどの業種で減
少し、特に製造業が前年同期比▲
12.6ポイントと大きく減少した。非
農林業雇用者数（九州・沖縄）は624
万人で、前年同期比＋10万人となっ
たが、増減は産業によってまちまち。
完全失業率（九州・沖縄、原数値）は
前年同期比▲0.3ポイントの2.5％と
なった。なお、日本銀行福岡支店公表
の九州・沖縄「企業短期経済観測調査」
（６月）では、雇用人員判断DI（「過剰」
と「不足」の差）は製造業が▲27か
ら▲21へ、非製造業が▲46から▲39
へと「不足」感が大きく緩和している。
また、所得環境に関しては、九州は全
国よりも弱い状況が続き、足元で悪化
傾向にある。実質雇用者報酬は全国で
は１％前後の伸びが持続しているが、
九州ではマイナス圏内となっている。
　第３四半期については、モニターは
判断を【やや悪化】とした。先行指標
のうち、パートタイム有効求人数（九
州・沖縄、原数値、当期合計）は前年
同期比▲1.3％、新規求人数（九州・
沖縄、季節調整値、当期合計）は同▲
0.9％となった。なお、所得環境につ
いては、「有効求人倍率が頭打ちになり、
働き方改革で残業抑制が進んでいるた
め、実質雇用者報酬は今後も伸びにく
いと予想される」と指摘している。

（調査部）


